






































































いては 2020 年から施行されている。同法によって，時間外労働については，月 45 時間，年 360 時間という上限





































































































































































































た，作業内容の性格，1 日あたりの作業時間から，本稿では「自宅での ICT 作業」として分析する。なお，自宅










自宅での ICT 作業 
実施の有無（行 %）
あり なし あり なし
全体 3737 23.7% 76.3% 3.8% 96.2%
性別 男性 2388 25.6% 74.4% 4.7% 95.3%女性 1349 20.2% 79.8% 2.1% 97.9%
年齢
20 代以下 639 20.0% 80.0% 1.3% 98.7%
30 代 1193 27.4% 72.6% 3.4% 96.6%
40 代 1185 24.0% 76.0% 5.1% 94.9%
50 代以上 720 20.3% 79.7% 4.4% 95.6%
配偶者有無 あり 2219 26.3% 73.7% 4.7% 95.3%なし 1518 19.9% 80.1% 2.4% 97.6%
最終学歴
中学・高校 1046 16.9% 83.1% 2.8% 97.2%
短大・高専・専門学校 731 19.3% 80.7% 2.5% 97.5%
大学・大学院 1960 28.9% 71.1% 4.8% 95.2%
勤め先業種
建設業 345 26.7% 73.3% 2.3% 97.7%
製造業 882 28.6% 71.4% 3.6% 96.4%
情報通信業 126 34.9% 65.1% 7.9% 92.1%
運輸業，郵便業 230 18.3% 81.7% 3.0% 97.0%
卸売業，小売業 535 28.4% 71.6% 6.4% 93.6%
宿泊業，飲食サービス業 133 18.8% 81.2% 1.5% 98.5%
生活関連サービス業，娯楽業 94 31.9% 68.1% 4.3% 95.7%
教育，学習支援業 114 13.2% 86.8% 7.9% 92.1%
医療・福祉 108 25.9% 74.1% 5.6% 94.4%
その他サービス業 1170 17.5% 82.5% 2.5% 97.5%
職種
総務・人事・経理 1891 21.9% 78.1% 2.4% 97.6%
一般事務・受付・秘書 568 16.7% 83.3% 1.4% 98.6%
営業・販売 393 37.9% 62.1% 8.9% 91.1%
接客サービス 125 15.2% 84.8% 2.4% 97.6%
事務系専門職 71 52.1% 47.9% 11.3% 88.7%
技術系専門職 251 41.4% 58.6% 10.0% 90.0%
医療・教育系専門職 75 24.0% 76.0% 10.7% 89.3%
技能・労務職 363 13.5% 86.5% 2.5% 97.5%
勤め先企業 
規模
99 人以下 1046 20.6% 79.4% 3.9% 96.1%
100 ～ 299 人 923 23.4% 76.6% 3.0% 97.0%
300 ～ 999 人 1073 19.4% 80.6% 3.7% 96.3%
1000 人以上 695 35.4% 64.6% 4.6% 95.4%
役職
一般社員 1940 21.1% 78.9% 2.1% 97.9%
係長・主任クラス 904 24.9% 75.1% 4.0% 96.0%
部長・課長クラス 893 28.1% 71.9% 7.2% 92.8%
勤続年数
5 年未満 867 24.9% 75.1% 2.8% 97.2%
5 ～ 10 年未満 818 24.0% 76.0% 3.7% 96.3%
10 ～ 20 年未満 1124 23.8% 76.2% 4.4% 95.6%
20 年以上 928 22.2% 77.8% 4.1% 95.9%
年収
300 万円未満 896 16.9% 83.1% 1.8% 98.2%
300 ～ 500 万円未満 1633 21.1% 78.9% 2.5% 97.5%
500 ～ 700 万円未満 835 29.1% 70.9% 5.5% 94.5%
700 万円以上 373 39.4% 60.6% 10.2% 89.8%
労働時間制
度
通常の労働時間制度 2959 21.0% 79.0% 2.7% 97.3%
フレックスタイム制 291 45.0% 55.0% 10.0% 90.0%
変形労働時間制 263 18.3% 81.7% 2.7% 97.3%
みなし労働時間制 55 58.2% 41.8% 16.4% 83.6%
管理監督者 169 31.4% 68.6% 10.1% 89.9%
働く場所の 
柔軟性
あり 885 - - 12.2% 87.8%
なし 2852 - - 1.2% 98.8%
仕事の裁量
性
あり 3031 24.9% 75.1% 3.8% 96.2%
なし 706 18.3% 81.7% 3.7% 96.3%
業務負荷の 
重さ
重い 1609 27.0% 73.0% 5.7% 94.3%












































日」71.0%，「週に 3 ～ 4 日」10.5% であり，大半の者が，勤務先に日常的に出社しつつ，自宅でも
追加的に ICT 作業を行っている者であることがわかる（29）。他の場所での就業頻度をみると，「移動















（31）　有効回答 N ＝ 141 の中での割合を表記。緩やかな労働時間管理の適用について，「みなし労働時間制」（事業
場外労働のみなし労働時間制，裁量労働制）の適用割合は 6.4%，「管理監督者」は 12.1% であった。
図 1　1 日あたりの自宅 ICT 作業時間 



























（32）　有効回答 N ＝ 136 の中での割合を表記。




間労働をしている人が自宅等でも ICT 作業をしがちなのか，自宅等で ICT 作業をする時間も含めて労働時間が長
く申告されているのかは識別が難しい。本稿では，こうした解釈上の難点があることもあり，自宅での ICT 作業
と長時間労働との関係については，これ以上の分析・解釈は控えたい。ただ，図 1 に示すように，自宅での ICT
作業時間自体は，長時間である場合は少ない。
図 2　会社の制度利用等の有無 























（35）　仕事による生活時間の侵食に関する 3 項目は，調査票では「よくある」～「全くない」の 4 件法で尋ねられて
いるが，図 4 では，各項目について「よくある」「ときどきある」を合計した割合を，自宅での ICT 作業有無別に
示している。
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ず，基本属性と自宅 ICT 作業実施との関連を見た後（モデル 1），働く場所の柔軟性，仕事の裁量
性に関わる変数（モデル 2），業務負荷に関わる変数（モデル 3）を追加的に投入し，結果の変化と
各変数の直接的影響を検討する。さらには，モデル 4 では，自宅での ICT 作業実施のうち自己裁
量によるものについて，同様の規定要因分析を行っている。
　結果をみよう（次頁表 2）。まず，自宅での ICT 実施有無に対し，基本属性変数のみを投入した
モデル 1 の結果から読む。業種，職種，役職，勤続年数，労働時間制度が，自宅での ICT 作業実


















表 2　自宅での ICT 作業実施の規定要因（二項ロジスティック回帰分析）
モデル モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4
被説明変数 自宅での ICT 作業の有無 自己裁量による 自宅での ICT 作業有無
Exp(B) 標準誤差 Exp(B) 標準誤差 Exp(B) 標準誤差 Exp(B) 標準誤差
性別：女性（基準：男性） .941 .255 .829 .266 .833 .267 .771 .319
年齢 1.147 .124 1.251 .129 1.267 .130 1.146 .154
配偶者有無：あり（基準：なし） 1.282 .227 1.204 .231 1.155 .232 1.371 .273
最終学歴（基準：中学・高校卒）
専門・短大卒 .777 .321 .673 .335 .689 .336 .910 .398
大学・大学院卒 1.122 .252 .937 .263 .968 .264 1.343 .313
勤め先業種（基準：製造業）
建設業 .738 .421 .659 .437 .698 .439 .782 .471
情報通信業 1.570 .407 1.876 .426 2.009 .428 .923 .591
運輸業，郵便業 1.601 .451 1.942 .471 2.169 .473 1.989 .546
卸売業，小売業 2.044 .279 * 2.273 .286 ** 2.352 .287 ** 2.016 .320 *
宿泊業，飲食サービス業 .665 .780 .753 .794 .749 .795 .504 1.077
生活関連サービス業，娯楽業 1.896 .587 1.679 .617 1.765 .612 2.293 .625
教育，学習支援業 4.411 .475 ** 8.741 .510 ** 9.323 .516 ** 7.409 .590 **
医療・福祉 1.983 .597 2.647 .614 2.904 .618 1.300 .820
その他サービス業 .975 .280 1.190 .292 1.227 .294 1.021 .330
勤め先企業規模（基準：99 人以下）
100-299 人 .862 .272 .815 .285 .789 .286 .912 .327
300-999 人 .993 .259 1.081 .269 1.056 .270 1.251 .305
1000 人以上 .739 .305 .641 .319 .632 .319 .579 .372
職種（基準：技能・労務職）
総務・人事・経理 .664 .402 .646 .411 .650 .411 .622 .490
一般事務・受付・秘書 .613 .520 .514 .535 .518 .536 .867 .591
営業・販売 2.452 .412 * 1.789 .429 1.707 .430 2.013 .498
接客サービス .950 .734 .964 .770 1.016 .759 1.134 .910
事務系専門職 2.684 .544 1.530 .564 1.491 .565 1.475 .649
技術系専門職 3.028 .436 * 2.022 .450 1.922 .451 1.790 .529
医療・教育系専門職 2.425 .658 1.960 .691 1.686 .700 3.216 .807
役職（基準：一般社員）
係長・主任クラス 1.420 .260 1.426 .267 1.391 .267 1.526 .307
部長・課長クラス 1.936 .297 * 1.882 .300 * 1.771 .300 1.864 .347
勤続年数 .976 .012 * .984 .012 .986 .012 .990 .014
年収（基準：300 万円未満）
300 ～ 500 万円未満 1.006 .329 .879 .340 .869 .342 .950 .415
500 ～ 700 万円未満 1.490 .376 1.125 .385 1.069 .386 1.399 .458
700 万円以上 2.065 .434 1.391 .444 1.296 .447 1.367 .530
労働時間制度（基準：通常の労働時
間制度）
フレックスタイム制 4.016 .263 ** 2.732 .276 ** 2.628 .277 ** 2.351 .315 **
変形労働時間制 .994 .416 1.037 .430 1.039 .428 .799 .546
みなし労働時間制 2.968 .428 * 2.037 .445 1.967 .445 1.129 .542
管理監督者 2.224 .320 * 2.186 .338 * 2.185 .340 * 1.647 .398
働く場所の柔軟性：あり（基準：なし） 9.796 .223 ** 9.759 .224 ** 8.718 .257 **
仕事の裁量性：あり（基準：なし） .723 .246 .764 .247 .752 .279
業務負荷：重い（基準：軽い） 1.639 .200 * 1.742 .232 *
定数 .009 .625 ** .004 .696 ** .003 .717 ** .002 .846 **
χ2 乗値 186.083 310.568 316.784 240.063
-2 対数尤度 1014.721 890.236 884.020 709.998
Cox-Snell R2 乗 0.049 0.080 0.081 0.062
Nagelkerke R2 乗 0.177 0.290 0.296 0.277
N 3737 3737 3737 3737



















ICT 作業実施が生活時間の侵食に与える影響をみることにある。また，モデル 2 では，自宅での
ICT 実施に関して会社の制度利用等に関する情報を加えた変数を投入し，モデル 3 では，自宅で
の ICT 作業時間に関わる情報を加えた変数を投入することで，どのような形での自宅 ICT 作業が
ワーク・ライフ・バランスを阻害しうるのかを検討した。
　結果を見よう（次頁表 3）。まずモデル 1 の結果から読む（40）。配偶者ありの場合，ホワイトカラー
職種や役職者の場合，高所得層の場合に，仕事による生活時間の侵食を感じやすいことがわかる。
加えて，「自宅での ICT 作業実施」の係数は，統計的に有意な正の値を示しており，自宅で ICT
作業を行っている者ほど，仕事による生活時間の侵食を感じていることが示されている。なお，こ
の分析では労働時間の長さがコントロールされており，その上でも自宅 ICT 作業による生活時間














モデル モデル 1 モデル 2 モデル 3
被説明変数 仕事による生活時間の侵食（点数）
B 標準誤差 B 標準誤差 B 標準誤差
定数 3.291 .277 ** 3.281 .277 ** 3.295 .277 **
性別：女性（基準：男性） -.011 .074 -.012 .074 -.014 .074
年齢 .003 .039 .002 .039 .003 .039
配偶者有無：あり（基準：なし） .267 .067 ** .268 .067 ** .267 .067 **
最終学歴（基準：中学・高校卒）
専門・短大卒 .080 .087 .087 .087 .079 .087
大学・大学院卒 .013 .078 .018 .078 .009 .078
勤め先業種（基準：製造業）
建設業 -.175 .114 -.173 .114 -.170 .114
情報通信業 -.120 .174 -.127 .174 -.119 .175
運輸業、郵便業 -.177 .135 -.180 .135 -.179 .135
卸売業、小売業 -.039 .101 -.039 .101 -.036 .101
宿泊業、飲食サービス業 .007 .177 -.002 .177 .005 .177
生活関連サービス業、娯楽業 -.222 .198 -.221 .198 -.212 .198
教育、学習支援業 .175 .186 .170 .186 .165 .186
医療・福祉 .426 .213 * .411 .213 .446 .213 *
その他サービス業 .290 .083 ** .290 .083 * .292 .083 **
職種（基準：技能・労務職）
総務・人事・経理 .111 .114 .110 .114 .115 .114
一般事務・受付・秘書 .155 .130 .156 .130 .160 .130
営業・販売 .389 .137 ** .389 .137 ** .385 .137 **
接客サービス .395 .198 * .388 .198 .394 .198 *
事務系専門職 .000 .237 .005 .238 -.006 .237
技術系専門職 .359 .156 * .361 .156 * .367 .156 *
医療・教育系専門職 .976 .269 ** .979 .269 ** .962 .269 **
勤め先従業員規模（基準：99 人以下）
100-299 人 .191 .085 * .194 .085 * .194 .085 *
300-999 人 .318 .087 ** .322 .087 ** .316 .087 **
1000 人以上 .132 .103 .136 .103 .139 .103
役職（基準：一般社員）
係長・主任クラス .302 .079 ** .304 .079 ** .302 .079 **
部長・課長クラス .315 .102 ** .322 .103 ** .318 .102 **
勤続年数 .001 .004 .001 .004 .001 .004
年収（基準：300 万円未満）
300 ～ 500 万円未満 .176 .082 * .172 .082 * .177 .082 *
500 ～ 700 万円未満 .270 .111 * .269 .111 * .268 .111 *
700 万円以上 .307 .146 * .296 .146 * .308 .146 *
労働時間制度（基準：通常の労働時
間制度）
フレックスタイム制 .228 .117 .233 .117 * .226 .117
変形労働時間制 .232 .118 * .238 .118 * .234 .118 *
みなし労働時間制 -.096 .248 -.079 .248 -.080 .249
管理監督者 .035 .153 .033 .153 .039 .153
働く場所の柔軟性：あり（基準：なし） .144 .073 .142 .073 .143 .074
月間総実労働時間 .016 .001 ** .016 .001 ** .016 .001 **





自分の裁量で実施 .775 .184 **
その他 1.861 .564 **
１日の ICT 作業時間（基準：ICT 作
業非実施）
実施（30 分以下） .714 .234 **
実施（30 分超～ 1 時間以下） .556 .309
実施（1 時間超～ 2 時間以下） 1.417 .348 **
実施（2 時間超） .986 .416 *
F 値 17.824 ** 16.583 ** 16.596 **
R2 乗 0.151 0.152 0.152
調整済み R2 乗 0.143 0.143 0.143
N 3737 3737 3737
**1% 水準で有意 ,*5% 水準で有意。
ホワイトカラー労働における自宅での ICT 作業の実態と課題（高見具広）
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